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長野県 長野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 松本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 上田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 岡谷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 飯田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 児童扶養手当申請時に制度を説明 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 諏訪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 須坂市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・外国語（英語・ポルトガル語・タイ語・中国語）の
就学援助のお知らせのチラシを作成している。

長野県 小諸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 伊那市 ○ ○ ○ ○ 児童扶養手当申請時に案内 ○ ○ ○ ○ 転入者等には学校を通じて案内している。

長野県 駒ヶ根市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 中野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 大町市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 飯山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

長野県 茅野市 ○ ○ ○ ○ ○

年度当初分についてはいったん申請締切を設定して受
け付けるが、締切を過ぎての申請についても随時受け
付け、年度当初から認定できる申請については年度当
初分から援助、年度途中から認定となった申請につい
ては申請月又は申請の翌月から援助している。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
教育委員会や学校にて困窮状況の相談があった場合や
転入の場合などに随時ご案内している。

長野県 塩尻市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 佐久市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 千曲市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新入学児童学用品費等の入学前支給（小学校就学予定
者）の申請に関しては希望者が教育委員会に提出。

長野県 東御市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
目につきやすいように色付きの紙での配布や、メール
配信システムを利用して保護者周知を図っている。

長野県 安曇野市 ○ ○ ○ ○ ○
生活保護担当課を通じて生活保護受給世帯へ書類を配
布。

○ ○ ○ ○

長野県 小海町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 川上村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校通して全児童・生徒に制度記載のある書類を配布

長野県 南牧村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 南相木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 北相木村 ○ ○ ○ ○ 特にありません

長野県 佐久穂町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
就学援助制度の周知は、毎年年度初めに全校児童生徒
の保護者に対してチラシ配布。

長野県 軽井沢町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

長野県 御代田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 立科町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 青木村 ○ ○ ○ ○ ○

長野県 長和町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 下諏訪町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 富士見町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 原村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 辰野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 箕輪町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 飯島町 ○ ○ ○ ○ ○ 教育、子育て、家庭相談の際に個別に声をかけている

長野県 南箕輪村 ○ ○ ○ ○ ○

保育園年長及び小学6年生保護者に案内を配布。
4月上旬に全児童生徒に案内文書を学校を通し渡すと
ともに、保護者連絡メールにて小中学校全保護者に対
し案内を周知。

○ ○ ○ ○
外国語訳が必要な保護者には、日本語指導支援員によ
り訳をつけて配布。

長野県 中川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 宮田村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

長野県 松川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 高森町 ○ ○ ○ ○ 保護者向けアプリによる通知 ○ ○ ○

長野県 阿南町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 阿智村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
全ての保護者に就学援助の申請書を各校から配布し
た。

長野県 平谷村 ○ ○ ○ 学校と保護者の懇談会の場で説明 ○ ○ ○

長野県 根羽村 ○ ○ ○

長野県 下條村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 売木村 ○ ○ ○ ○ 特になし

長野県 天龍村 ○ ○ ○ ○

長野県 泰阜村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 喬木村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 豊丘村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 大鹿村 ○ ○ ○ ○ ○



82 82 52 19 25 13 38 53 78 1 11 10 10 1 19 61 0 1 1 51 13 27 0 0 0 0 1 1 30 1 17 38 12 14 14

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

長野県 上松町 ○ ○ ○ ○ ○

長野県 南木曽町 ○ ○ ○
冊子「なぎそ子ども・子育て支援ハンドブック」（町
内全戸配布済み）の中で、制度についての記載有。
（町ホームページからダウンロード可）

○ ○ ○

長野県 木祖村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 王滝村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 大桑村 ○ ○ ○ ○

長野県 木曽町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 麻績村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 生坂村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 山形村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 朝日村 ○ ○ ○ ○ ○

長野県 筑北村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
年度当初の段階において、全家庭に対して書面周知を
徹底している

長野県 池田町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 松川村 ○ ○ ○ ○
区域外就学児童生徒の保護者へは、制度案内の書類を
送付

○ ○ ○
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

長野県 白馬村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 小谷村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 坂城町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
保護者面談等で対象と思われる家庭に対し、担任教師
が説明

○ ○ ○

長野県 小布施町 ○ ○ ○ ○ ○
制度案内の書類が保護者の目に留まるよう、配布物が
多い年度初めより少しずらした時期に案内を配布して
いる。

長野県 高山村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 山ノ内町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 木島平村 ○ ○
６月頃に学校を通じて就学援助制度の通知を全児童・
生徒に配布。

○ ○

長野県 野沢温泉村 ○ ○ ○ ○ ○

長野県 信濃町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 小川村 ○ ○ ○ ○ ○

長野県 飯綱町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
毎年4月に前年度利用者のみではなく、全児童生徒を
対象にチラシを配布している。

長野県 栄村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 上田市長和町中学校組合 ○ ○ ○ ○ ○
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 塩尻市辰野町中学校組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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長野県 長野市

長野県 松本市

長野県 上田市

長野県 岡谷市

長野県 飯田市

長野県 諏訪市

長野県 須坂市

長野県 小諸市

長野県 伊那市

長野県 駒ヶ根市

長野県 中野市

長野県 大町市

長野県 飯山市

市区町村名都道府県

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 各種SNS、行政情報モニターへの記事の掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）
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市区町村名都道府県

長野県 茅野市

長野県 塩尻市

長野県 佐久市

長野県 千曲市

長野県 東御市

長野県 安曇野市

長野県 小海町

長野県 川上村

長野県 南牧村

長野県 南相木村

長野県 北相木村

長野県 佐久穂町

長野県 軽井沢町

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ①申請時②5月上旬③6月

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 御代田町

長野県 立科町

長野県 青木村

長野県 長和町

長野県 下諏訪町

長野県 富士見町

長野県 原村

長野県 辰野町

長野県 箕輪町

長野県 飯島町

長野県 南箕輪村

長野県 中川村

長野県 宮田村

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 域外に通園や自宅保有者には、案内を送付。

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保護者連絡メールにより、年長児及び小学6年生の
保護者に対しメールにて案内を周知。

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 松川町

長野県 高森町

長野県 阿南町

長野県 阿智村

長野県 平谷村

長野県 根羽村

長野県 下條村

長野県 売木村

長野県 天龍村

長野県 泰阜村

長野県 喬木村

長野県 豊丘村

長野県 大鹿村

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ 収入に応じて保育料を算定している。

○ ○ ○ ○

○

○ ○

○
全ての新入学児童に対し、入学前に村からの入学
祝として、村内の商店で使用できる商品券を支給
している。

○ ○ ○ ○ 事前に対象世帯へ個別に周知

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 上松町

長野県 南木曽町

長野県 木祖村

長野県 王滝村

長野県 大桑村

長野県 木曽町

長野県 麻績村

長野県 生坂村

長野県 山形村

長野県 朝日村

長野県 筑北村

長野県 池田町

長野県 松川村

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 白馬村

長野県 小谷村

長野県 坂城町

長野県 小布施町

長野県 高山村

長野県 山ノ内町

長野県 木島平村

長野県 野沢温泉村

長野県 信濃町

長野県 小川村

長野県 飯綱町

長野県 栄村

長野県 上田市長和町中学校組合

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○
全小学生の新入生には入学準備金として７万円を
支給

○ ○ ○ ○ ○ 就学時健康診断の結果送付の際に案内を配布
①周知時期：11月中旬　　②申請期日：1月中旬
③支給時期：3月上旬

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合

長野県 塩尻市辰野町中学校組合

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合

61 8 4 1 6 2 2 58 3 1 7 0 0 0 0 1 3 18 35 4 23 13 16 8 26 24 4 0 9 5 5 2 2 0 3 0 1 1

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○ ○

○

○

○



82 82

長野県 長野市

長野県 松本市

長野県 上田市

長野県 岡谷市

長野県 飯田市

長野県 諏訪市

長野県 須坂市

長野県 小諸市

長野県 伊那市

長野県 駒ヶ根市

長野県 中野市

長野県 大町市

長野県 飯山市

市区町村名都道府県

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い



82 82

市区町村名都道府県

長野県 茅野市

長野県 塩尻市

長野県 佐久市

長野県 千曲市

長野県 東御市

長野県 安曇野市

長野県 小海町

長野県 川上村

長野県 南牧村

長野県 南相木村

長野県 北相木村

長野県 佐久穂町

長野県 軽井沢町

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ※対象の中学校なし

○ 組合町立のため隣町に業務委託 ○

○ ○ ○

○ ○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 御代田町

長野県 立科町

長野県 青木村

長野県 長和町

長野県 下諏訪町

長野県 富士見町

長野県 原村

長野県 辰野町

長野県 箕輪町

長野県 飯島町

長野県 南箕輪村

長野県 中川村

長野県 宮田村

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 松川町

長野県 高森町

長野県 阿南町

長野県 阿智村

長野県 平谷村

長野県 根羽村

長野県 下條村

長野県 売木村

長野県 天龍村

長野県 泰阜村

長野県 喬木村

長野県 豊丘村

長野県 大鹿村

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○
全ての新入学生徒に対し、入学前に村からの入学祝と
して、村内の商店で使用できる商品券を支給してい
る。

○ ○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 上松町

長野県 南木曽町

長野県 木祖村

長野県 王滝村

長野県 大桑村

長野県 木曽町

長野県 麻績村

長野県 生坂村

長野県 山形村

長野県 朝日村

長野県 筑北村

長野県 池田町

長野県 松川村

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



82 82

市区町村名都道府県

長野県 白馬村

長野県 小谷村

長野県 坂城町

長野県 小布施町

長野県 高山村

長野県 山ノ内町

長野県 木島平村

長野県 野沢温泉村

長野県 信濃町

長野県 小川村

長野県 飯綱町

長野県 栄村

長野県 上田市長和町中学校組合

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 制服購入費補助等

○ 全中学生の新入生には入学準備金として７万円を支給

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○

上田市長和町中学校組合は小学校を所管していないた
め、中学入学前支給は構成市町の上田市および長和町
で行っている。なお、小学校で支給の請求をしなかっ
た対象者については、中学入学後に上田市長和町中学
校組合で支給する。
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市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合

長野県 塩尻市辰野町中学校組合

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合

62 7 4 0 4 5 5 60 2 0 8 0 0 0 0 1 3 19 35 4 3 0 3 1 0 1

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○
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長野県 長野市

長野県 松本市

長野県 上田市

長野県 岡谷市

長野県 飯田市

長野県 諏訪市

長野県 須坂市

長野県 小諸市

長野県 伊那市

長野県 駒ヶ根市

長野県 中野市

長野県 大町市

長野県 飯山市

市区町村名都道府県

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2
・学校長が特に援助を必要と認める状態にある者
・保護者等が不慮の災害、事故、疾病等によりその世帯の生計
に著しい変化を生じ、生活が困難と認められる者

・生活保護基準を所得に換算し、それが世帯の合計所得で
計算された金額の2.21倍未満であれば認定
・生活保護基準については、例年前年の4月1日の基準を用
いていたが、生活保護基準見直しによる影響が出ないよ
う、見直し前の基準（平成25年4月1日時点)を用いている。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 教育委員会が特に必要と認めるもの 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
学校長又は民生児童委員が特に援助を必要と認める状態にある
者

0

○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 病気・災害などの特別な事情により、生活が困難である場合 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
1.3倍以上1.6倍未満の場合、家庭の状況を各個判断して該
当か否かを判断する。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容
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市区町村名都道府県

長野県 茅野市

長野県 塩尻市

長野県 佐久市

長野県 千曲市

長野県 東御市

長野県 安曇野市

長野県 小海町

長野県 川上村

長野県 南牧村

長野県 南相木村

長野県 北相木村

長野県 佐久穂町

長野県 軽井沢町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
学校長又は民生児童委員が特に援助が必要と認める状態にある
者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長や民生員が特に援助が必要と認める場合 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 教育委員会が特に援助を必要と認める状態にある者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 経済的に困窮しており、就学に支障があると認められる者 0

○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態に
ある者。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 学校長または民生委員が特に援助を必要と認める状態にある者 0
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市区町村名都道府県

長野県 御代田町

長野県 立科町

長野県 青木村

長野県 長和町

長野県 下諏訪町

長野県 富士見町

長野県 原村

長野県 辰野町

長野県 箕輪町

長野県 飯島町

長野県 南箕輪村

長野県 中川村

長野県 宮田村

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長または民生児童委員が特に援助が必要と認める状態にあ
る者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長又は民生委員が特に援助を必要と認める者で教育委員会
で認める者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態に
あるもの

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態に
ある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
児童生徒が就学する学校の校長又は児童民生委員が特に援助を
必要と認める状態にある者。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1 0



82 82

市区町村名都道府県

長野県 松川町

長野県 高森町

長野県 阿南町

長野県 阿智村

長野県 平谷村

長野県 根羽村

長野県 下條村

長野県 売木村

長野県 天龍村

長野県 泰阜村

長野県 喬木村

長野県 豊丘村

長野県 大鹿村

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長が特に援助を必要と認める状態にある者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長または民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態
にある方

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
その他学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める
状態にある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長または民生委員が特に援助を必要と認める状態にある者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長又は民生・児童委員が特に援助の必要を認める状態にあ
る者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
その他学校長又は民生児童委員が特に援助を必要と認める状態
にある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0



82 82

市区町村名都道府県

長野県 上松町

長野県 南木曽町

長野県 木祖村

長野県 王滝村

長野県 大桑村

長野県 木曽町

長野県 麻績村

長野県 生坂村

長野県 山形村

長野県 朝日村

長野県 筑北村

長野県 池田町

長野県 松川村

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保護者が災害等により被災し、生活が困難と認められる者
その他学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める
状態にある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・保護者が災害等により被災し、生活が困難と認められる者
・学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態
にある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 民生児童委員、教育委員会が特に援助を必要と認めている。 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
その他学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める
者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長又は民生（児童）委員が特に認める状態にあるもの 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 学校長又は民生児童委員が特に援助を必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 災害・事故・疾病等の特別な事情により生活が困難。 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校長又は民生（児童）委員が、特に援助を必要と認める状況
にある者等

0

○ ○ ○ ○ 2 0

○ 1 0



82 82

市区町村名都道府県

長野県 白馬村

長野県 小谷村

長野県 坂城町

長野県 小布施町

長野県 高山村

長野県 山ノ内町

長野県 木島平村

長野県 野沢温泉村

長野県 信濃町

長野県 小川村

長野県 飯綱町

長野県 栄村

長野県 上田市長和町中学校組合

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 申請者の家庭事情を個別に勘案 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 校長又は民生委員が特に認めるもの 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
その他学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める
状態にある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・保護者等が不慮の災害、事故、疾病等により、その世帯の生
計に著しい変化を生じ、生活が困難と認められるもの。
・学校長または教育委員会が特に援助が必要と認めるもの。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 援助を必要と認める状態にある者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・火災、風水害、震災、その他の被害にあった者
・その他学校長又は、民生（児童）委員が特に援助が必要と認
める状態にある者

0

○ ○ ○ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 学校長又は教育委員会が特に必要があると認めれれる者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ その他学校長又は教育委員会が特に援助を必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0
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市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合

長野県 塩尻市辰野町中学校組合

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

73 79 67 69 70 77 59 58 67 67 68 67 71 59 26 5 12 0 16 39 42 0 39 3 82

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
学校長又は民生（児童）委員が特に援助を必要と認める状態に
ある者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2
・学校長が特に援助を必要と認める状態にある者
・保護者が不慮の災害、事故、疫病等によりその世帯の生計に
著しい変化を生じ、生活が困難と認められる者

・生活保護基準を所得に換算し、それが世帯の合計所得で
計算された金額の2.21倍未満であれば認定
・生活保護基準については、例年前年の4月1日の基準を用
いていたが、生活保護基準見直しによる影響が出ないよ
う、見直し前の基準（平成25年4月1日時点）を用いてい
る。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 0
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長野県 長野市

長野県 松本市

長野県 上田市

長野県 岡谷市

長野県 飯田市

長野県 諏訪市

長野県 須坂市

長野県 小諸市

長野県 伊那市

長野県 駒ヶ根市

長野県 中野市

長野県 大町市

長野県 飯山市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,549 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ ○ ○ 32,842

・通学費は遠距離通学事業あり
・修学旅行費について、私立学校は市立学校
の支給平均額を上限として支給
・学校給食費の上限額について、東部・西部
給食センターにおける市立小学校の日額280
円×年間給食日数194日＝54,320円

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 36,748

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 36,248

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 36,137 体育実技用具費及び通学費については、支給
実績なし。

○ ○ 11,640 11,272 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 6,988 ・給食費は年間総額の98％を支給。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ ○ 22,690 22,319 ○ ○ 11,000 6,799 ○ ○ 15,000 8,731

○ ○ 11,630 11,113 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 36,569

○ ○ 11,630 10,992 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,661 ○ ○ 11,000 5,600 ○ ○ 15,000 5,910 ・体育実技用具代（スキー、スケート）は校
外活動の一環として取り扱っている

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 36,267 医療費について、基本的に福祉医療制度を利
用してもらっているため実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 29,420 29,340 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000
修学旅行費：過去に実施した実績値のため考
えられるが、実績払いの上限設定しているた
め、近年は越えていない。
（H14から国単価より高い）

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 33,619 体育実技用具費、通学費、郊外活動費（宿
泊）、医療費は、支給実績なし

○ ○ 11,640 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額
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市区町村名都道府県

長野県 茅野市

長野県 塩尻市

長野県 佐久市

長野県 千曲市

長野県 東御市

長野県 安曇野市

長野県 小海町

長野県 川上村

長野県 南牧村

長野県 南相木村

長野県 北相木村

長野県 佐久穂町

長野県 軽井沢町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 36,567 ○ ○ 6,715 ○ ○ 15,000 8,067

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 35,701 ○ ○ 7,103

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,000 29,667

○ ○ 11,630 通学用品費との合算支給 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 6,745 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 10,751 ○ ○ 57,060 ○ ○ ○ 22,690 22,690
通学費：市独自の支給要綱により、学校から
一定距離以上の通学をしている者全てに支給
医療費：満18歳まで市の福祉医療として無料
給食費：給食単価×給食日数を支給

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 14,000

○ ○ 14,780 ○ ○ 51,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 14,780 14,780 ○ ○ 21,000 21,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 13,469 ○ ○ 11,000 2,250 ○ ○ 15,000 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 全児童無償 ○ ○ 22,690 0 ○ ○ 18,000 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 18,628

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690
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市区町村名都道府県

長野県 御代田町

長野県 立科町

長野県 青木村

長野県 長和町

長野県 下諏訪町

長野県 富士見町

長野県 原村

長野県 辰野町

長野県 箕輪町

長野県 飯島町

長野県 南箕輪村

長野県 中川村

長野県 宮田村

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 支給実績なし ○ ○ 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 47,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 44,884 44,884 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 22,690 22,690 体育実技用具費及び通学費は実績なし

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 20,287 令和6年度実績 ○ ○ 3,803 令和6年度実績 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 54,060 54,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 3,750 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690
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市区町村名都道府県

長野県 松川町

長野県 高森町

長野県 阿南町

長野県 阿智村

長野県 平谷村

長野県 根羽村

長野県 下條村

長野県 売木村

長野県 天龍村

長野県 泰阜村

長野県 喬木村

長野県 豊丘村

長野県 大鹿村

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 5,000

○ ○ 0 R7～集金時の実費に変更（実費見
込0） ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 2,700 ○ ○ 12,000 0 実績無

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 11,640 11,640 ○ ○ 51,110 ○ ○ 0 ○ ○ 34,000 ○ ○ 12,000 6,963

○ ○ 13,200 ○ ○ 24,100 ○ ○ 22,700 20,227

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 33,620

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 対象者なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 15,000

○ ○ 13,900 13,900 ○ ○ 54,060 54,060 無償化 無償化 無償化
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市区町村名都道府県

長野県 上松町

長野県 南木曽町

長野県 木祖村

長野県 王滝村

長野県 大桑村

長野県 木曽町

長野県 麻績村

長野県 生坂村

長野県 山形村

長野県 朝日村

長野県 筑北村

長野県 池田町

長野県 松川村

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 5,500

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 1,938 ○ 11,630 ○ ○ 0 ○ 57,060 該当者なし ○ ○ 0 ○ 0 実費 ○ ○ 2,334 ○ 15,000

○ ○ ○ ○

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 1,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 2,450

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000 ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 11,630 11,630 ○ 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 43,654 ○ ○ 15,000 9,812

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 39,620
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市区町村名都道府県

長野県 白馬村

長野県 小谷村

長野県 坂城町

長野県 小布施町

長野県 高山村

長野県 山ノ内町

長野県 木島平村

長野県 野沢温泉村

長野県 信濃町

長野県 小川村

長野県 飯綱町

長野県 栄村

長野県 上田市長和町中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 54,060 54,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 47,195 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 5,300 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 11,630
新入学児童生徒に準備金として一
人あたり7万円を支給しているた
め、就学援助から外しました。

○ ○ 22,890 22,890

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 10,000 通級のみ対象 ○ ○ 42,225

・体育実技用具費（スキー用具）は１学年と
４学年が支給対象。　　　・医療費は実績な
し。　　　・通学用品費は１学年を除く。
・校外活動費（宿泊を伴うもの）は５学年が
支給対象。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 ○ ○ 22,690 ○ ○ 15,000 0

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 0 当年度の実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 支給なし ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000

●通学費・・・スクールバスを使用している
ため通学にかかる費用なし。
●クラブ活動費・・・町からクラブ活動に対
し補助を出しているため活動費を徴収してい
ない。
●生徒会費・・・徴収していない。
●卒業アルバム代等・・・小中一貫の義務教
育学校のため６年時に卒業アルバムを制作し
ていない。
●その他費・・・新型コロナ、インフルエン
ザ等による休校等がなかったため支給なし。

○ ○ 9,000 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 48,800

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 実費の1/2の額を支給としている
が、支出予定なし ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 7,316 ○ ○ 15,000 0

対象児童がおらず
実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690



82 82

市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合

長野県 塩尻市辰野町中学校組合

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

77 3 3 16 16 16 59 59 0 2 75 2 2 11 11 11 62 62 0 3 20 13 13 2 2 2 1 1 3 14 75 21 21 34 34 34 20 20 0 6 22 6 6 7 7 7 9 9 0 2 30 1 1 15 15 15 16 16 0 3 11

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690



82 82

長野県 長野市

長野県 松本市

長野県 上田市

長野県 岡谷市

長野県 飯田市

長野県 諏訪市

長野県 須坂市

長野県 小諸市

長野県 伊那市

長野県 駒ヶ根市

長野県 中野市

長野県 大町市

長野県 飯山市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 59,013 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
を
除
く

○ ○ ○ ○ 56,596

・通学費は遠距離通学事業あり
・修学旅行費について、私立学校は市立学校の支給平均額を上限と
して支給
・学校給食費の上限額について、東部・西部給食センターにおける
市立中学校の日額330円×年間給食日数190日＝62,700円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 35,700 ○ ○ 68,654

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,922

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 62,085 体育実技用具費及び通学費については、支給実績なし。

○ ○ 22,740 22,207 ○ ○ 63,000 ○ ○ 32,640 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 5,812 ・給食費は年間総額の98％を支給。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 42,545 ○ ○ 60,910 60,856 ○ ○ 10,000 8,518 ○ ○ 15,000 13,139

○ ○ 22,730 21,399 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 65,972

○ ○ 22,730 21,544 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 59,376 ○ ○ 10,000 5,861 ○ ○ 15,000 9,533

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 63,231 医療費について、基本的に福祉医療制度を利用してもらっているた
め実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,050 30,234 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000
修学旅行費：過去に実施した実績値のため考えられるが、実績払い
の上限設定しているため、近年は超えていない。（H14から国単価
より高い）
校外活動費（宿泊なし）【中学２年】：過去の実績等による。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 73,701 体育実技用具費、通学費、医療費は、支給実績なし

○ ○ 22,740 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費
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市区町村名都道府県

長野県 茅野市

長野県 塩尻市

長野県 佐久市

長野県 千曲市

長野県 東御市

長野県 安曇野市

長野県 小海町

長野県 川上村

長野県 南牧村

長野県 南相木村

長野県 北相木村

長野県 佐久穂町

長野県 軽井沢町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 69,679 ○ ○ 6,635 ○ ○ 15,000 9,164

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 63,200 ○ ○ 7,083 医療費は、福祉医療の自己負担額（1レセプトあたり500円）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 75,000 60,703

○ ○ 22,730 通学用品費との合算支給 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 実績なし ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 7,330 ○ 15,000 ○

○ ○ 22,730 22,030 ○ ○ 63,000 ○ ○ ○ 60,910 59,401
通学費：市独自の支給要綱により、一定距離以上の通学をしている
者全てに支給
医療費：満18際まで市の福祉医療として無料
給食費：給食単価×給食日数を支給

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 61,910

○ ○ 26,050 ○ ○ 60,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 26,050 26,050 ○ ○ 42,000 42,000

※対象の中学校なし

中学校に関しては組合町立のため町に業務をお願いしている。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910



82 82

市区町村名都道府県

長野県 御代田町

長野県 立科町

長野県 青木村

長野県 長和町

長野県 下諏訪町

長野県 富士見町

長野県 原村

長野県 辰野町

長野県 箕輪町

長野県 飯島町

長野県 南箕輪村

長野県 中川村

長野県 宮田村

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 24,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 53,800 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 60,910 60,910 体育実技用具費及び通学費、医療費は実績なし

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 10,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 52,390

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 32,982 令和6年度実績 ○ ○ 7,000 令和6年度実績 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 5,000 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910



82 82

市区町村名都道府県

長野県 松川町

長野県 高森町

長野県 阿南町

長野県 阿智村

長野県 平谷村

長野県 根羽村

長野県 下條村

長野県 売木村

長野県 天龍村

長野県 泰阜村

長野県 喬木村

長野県 豊丘村

長野県 大鹿村

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 57,840 ○ ○ 15,000 9,000

○ ○ 0 R7～集金時の実費に変更（実費
見込無） ○ ○ 70,000 ○ ○ 0 ○ ○ 3,150 ○ ○ 12,000 0 実績無

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 22,740 22,740 ○ ○ 60,980 ○ ○ 0 ○ ○ 66,000 ○ ○ 12,000 7,563

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 23,800 ○ ○ 22,900 ○ ○ 61,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 53,323

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 45,508

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,300 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 15,000

○ ○ 25,000 25,000 ○ ○ 63,000 63,000 無償化 無償化 無償化



82 82

市区町村名都道府県

長野県 上松町

長野県 南木曽町

長野県 木祖村

長野県 王滝村

長野県 大桑村

長野県 木曽町

長野県 麻績村

長野県 生坂村

長野県 山形村

長野県 朝日村

長野県 筑北村

長野県 池田町

長野県 松川村

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 6,050

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ 63,000 ○ ○ 63,740 ○ 0 実費 ○ ○ 15,000

○ ○ ○ ○ 令和4年度から王滝中学校は休校中です。木曽町中学校に事務委託
して、通学しています。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 2,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 60,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 30,910 ○ ○ 15,000 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 75,000 ○ ○ 15,000 13,841

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000
新
設

○ ○ 70,000



82 82

市区町村名都道府県

長野県 白馬村

長野県 小谷村

長野県 坂城町

長野県 小布施町

長野県 高山村

長野県 山ノ内町

長野県 木島平村

長野県 野沢温泉村

長野県 信濃町

長野県 小川村

長野県 飯綱町

長野県 栄村

長野県 上田市長和町中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

学
年
支
給
無

○ ○ 80,880 51,520 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 50,623 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 8,500 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 22,730
新入学児童生徒に準備金として一
人あたり7万円を支給しているた
め、就学援助から外しました。

○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 10,000 通級のみ対象 ○ ○ 69,641
・体育実技用具費（スキー用具）は１学年が支給対象。　　　・医
療費は実績なし。　　　・通学用品費は１学年を除く。
・校外活動費（宿泊を伴うもの）は３学年を除く。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 60,910 ○ ○ 15,000 0

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 支給なし ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000

●通学費・・・スクールバスを使用しているため通学にかかる費用
なし。
●クラブ活動費・・・町からクラブ活動に対し補助を出しているた
め活動費を徴収していない。
●生徒会費・・・徴収していない。
●卒業アルバム代等・・・小中一貫の義務教育学校のため６年時に
卒業アルバムを制作していない。
●その他費・・・新型コロナ、インフルエンザ等による休校等がな
かったため支給なし。

○ ○ 10,000 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 72,322

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 実費の1/2の額を支給としている
が、支出予定なし ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000 0 対象生徒がおらず実績

なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910



82 82

市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合

長野県 塩尻市辰野町中学校組合

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

75 3 3 15 15 15 57 57 0 2 74 2 2 10 10 10 62 62 0 2 21 14 14 2 2 2 1 1 4 9 73 23 23 31 31 31 19 19 0 4 19 6 6 6 6 6 8 8 0 2 28 0 0 13 13 13 14 14 0 3 16

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
を
除
く

○ ○ ○ ○ 55,155 ・通学費は遠距離通学事業あり

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 ○ ○ 0 医療費は、福祉医療の自己負担額（1レセプトあたり500円）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 ○ ○ 14,000



82 82

長野県 長野市

長野県 松本市

長野県 上田市

長野県 岡谷市

長野県 飯田市

長野県 諏訪市

長野県 須坂市

長野県 小諸市

長野県 伊那市

長野県 駒ヶ根市

長野県 中野市

長野県 大町市

長野県 飯山市

市区町村名都道府県

６．その他

3

放課後児童健全育成事業運営費：市内の小学校に在席する児童が利用する児童福祉法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業に基づく放課後児童クラブの運営。経費の半額。ただし、市
長が別に定める額を限度とする。施設からの対象児童生徒に係る経費の報告に基づき翌年３月に支給する。

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



82 82

市区町村名都道府県

長野県 茅野市

長野県 塩尻市

長野県 佐久市

長野県 千曲市

長野県 東御市

長野県 安曇野市

長野県 小海町

長野県 川上村

長野県 南牧村

長野県 南相木村

長野県 北相木村

長野県 佐久穂町

長野県 軽井沢町

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



82 82

市区町村名都道府県

長野県 御代田町

長野県 立科町

長野県 青木村

長野県 長和町

長野県 下諏訪町

長野県 富士見町

長野県 原村

長野県 辰野町

長野県 箕輪町

長野県 飯島町

長野県 南箕輪村

長野県 中川村

長野県 宮田村

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



82 82

市区町村名都道府県

長野県 松川町

長野県 高森町

長野県 阿南町

長野県 阿智村

長野県 平谷村

長野県 根羽村

長野県 下條村

長野県 売木村

長野県 天龍村

長野県 泰阜村

長野県 喬木村

長野県 豊丘村

長野県 大鹿村

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

これまで、目安を収入額が生活保護世帯基準の1.3⇒1.5と見直してきた。今後、さらなる見直しが必要となる社会情勢である。



82 82

市区町村名都道府県

長野県 上松町

長野県 南木曽町

長野県 木祖村

長野県 王滝村

長野県 大桑村

長野県 木曽町

長野県 麻績村

長野県 生坂村

長野県 山形村

長野県 朝日村

長野県 筑北村

長野県 池田町

長野県 松川村

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



82 82

市区町村名都道府県

長野県 白馬村

長野県 小谷村

長野県 坂城町

長野県 小布施町

長野県 高山村

長野県 山ノ内町

長野県 木島平村

長野県 野沢温泉村

長野県 信濃町

長野県 小川村

長野県 飯綱町

長野県 栄村

長野県 上田市長和町中学校組合

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

特にありません。



82 82

市区町村名都道府県

長野県 辰野町塩尻市小学校組合

長野県 松本市・山形村・朝日村中学校組合

長野県 塩尻市辰野町中学校組合

長野県 小海町北相木村南相木村中学校組合

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況


